
「平成18年5月11日 細道府県障害福祉計画担当者会議三田共用会議所J  

【三重県からの報告】  

「障害者の地域生活移行推進」に向けて  
～本人中心の自立生活を支えるために～  

三重県健康福祉部障害福祉室脇田 愉司  

三重県では（背景）  

・人口…・186万人  世帯数…・68万世帯  

・面積十・15800Kポ（国土の1．53％）  

束西80km 南北に170km  

・市町村数＝・・69市町村一→（合併後）29市町へ  

■障害者数  

身体障害者  6．7万人 （人口比3．45％）  

知的障害児者（療育手帳）8．9千人 （人口比0．44％）  

精神障害者（通院＋入院患者）2．4万人（人口比1．34％）  
※ 精神障害者保僅福祉手帳4765人   



三重県では（障害者の現状）  

○県内の入所者・在院者の現状（入所・在院期間）  
（平成16年9月調査）  

障害種別  入所（院）定員  入所（院）定員  20年以上の入所（院）期間  

人員（人）  構成比（％）   

身体障害   465   460   85   18．5   

知的障害   1235   1206   355   29．4   

精神障害   （5143）  （4857）  

任意入院  3309   619   18．7   

三重県では（障害保健福祉施策）   

（現状）  

・社会資源の偏り、地域間の格差  
・社会福祉法人、医療法人等民間主導の展開  
・行政改革の影響、民営化（民間活用）  
・障害者施設・病院数   

身体障害者療護施設  10箇所 465人定員   
知的障害者入所更生施設 23歯所1235人定員   
精神障害者入院医療機関数19病院5143病床数   

（これまでの実践）  

・施策目標：グループホーム等において、地域生活をしている障害者の人数  

02年度 390人（現状実績値）→06年度 780人（目標値）  
・当事者活動は低調、限定的 自立生活センターは1箇所 
・支援費制度導入で、施設運営は？   



三重県では（行政計画）  

●三重県障害者プラン（第三次長期行動計画）15年3月策定  
・計画期間：15～22年度  

・数値目標：15～17年度（障害保健福祉圏域別数値目標）→18年度～改定   
（市町村合併を見据えて）  

・進捗管理－「年次報告書」の作成  廊害者身互恵成約二日  

率層穿敏施′〃＆年度中リ   
．重点組  

1新しい制度のもとでの相談支援体制の整備   
2地域で安心して暮らせるためのグルーホームの整備   
3精神障害のある人に対する地域生活支援体制の整備 
41人ひとりのニーズに応じた自立の基盤づくり  
5 一般就労への移行と定着化に向けた支珪  
6ユニバーサルデザイン（UD）のまちづくり・社会資源の偏り、地域間の格差  

●県民しあわせプラン（戦略計画）一16年4月策定（新総合計画）  
・計画期間：平成1．6年虔～18年度  

【重点プログラム】 （みえの 元気・くらし■絆づくり）   
くらし7「障害者の地域生活支援プログラム」  

「生活の場、就労の場、相談支援体制の確保」  

三重県では（県民しあわせプラン） 

●県民しあわせプラン（戦略計画）－16年4月策定（新総合計画）  

【重点プログラム】くらし7「障害者の地域生活支援プログラム」   

0「生活の場の確保に向けて」   

（む障事者の多様な暮らしの瑞づくり支援事業  

・グルエフホームの設置促進  
・多機能型知的障害者グループホームく従来のGHの機能に加えて、体験入居の場や  

地域交流スペースをあわせもったGH）に施設整備費を補助  

・体験入居の費用を補助  
・新規知的障害者GHの運営費に対する初期加算費用を補助  

Or就労の囁の確保に向けて」  
②障害者のチャレンジ支援事業  （訃降着児着地域連應・自立支援事業   

O「相談支援体制の確保に向けてJ  
④障害者地域生活支援センター運営事業 ⑨高次脳機能障害者生活支援事集  
⑥自閉症・発達障害支援センター運営事業  
⑦漏神障害者地域生活支援センター運営事慕 ⑧精神科救急医療システム運営事業  
⑨新たな精神保健分野に対応する相談支援事業   



2障害者の地域生活移行推進」に向けて（ビジョンと方策）  

1「提言」の趣旨  
・施設福祉（入院医療中心）から地域福祉ヘ   
イ自分らしい豊かなくらし」をつくれるように、地域の条件整備を  
・入所（院）施設の果たしてきた機能を見直し、施設利用の要因を解決  
・障害程度による能力に応じた生活→各人が望む普通の暮らしを支援  

2 策定の経歳  
・有識者からなる策定委員会の立ち上げ（年間4回）  
・アド／くイザーや障害当事者を含む3障害の作業部会を設置（各6回）  
・施設、病院現場職員や本人・保護者の意見聴取、関係団体との協議  

3「提言」の構成  
・序論 提言の趣旨、位置づけ、基本的考え方  
・総論 障害者の現状、地域生活移行への基本的考え方  
・各論 施策の展開方向、具体的提案のイメージ  
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3「障害者の地域生活移行推進」提言策定に向けた基本的考え方①   

1「提言」に向けた理念  

○ 入所（院）施設から地域生活への移行だけを由題にしない。  
既存の支援の態勢では地域でくらすことが困難で、入所施設を利用しな  
ければならないと思われる人も視野に入れる。  

○‘地域生活の困難性を当事者自体の問題とし、当事者の意向を無視して  
決めてきたこれまでを反省することからはじめ、介護の度合いによらない  
地域での暮らしを実現する。  

○先ず施設解体ありきではなく、本人中心の暮らしをどう構築していくのか  
という切り口で「提言」を作成する。  

●いかにすれば地域での暮らしが可能になるか。  

●すべての障害者の地域での暮らしを実現する方向。  

3「障害者の地域生活移行推進」提言策定に向けた基本的考え方②   

2「提言」の目碍す方向   
（1）現行の制度の枠組みを前提にして革論を進めない  

→卓／こあるべき併粛啓プ好く‘の召掛か仁美効摩〝磨る具陳仲窟君  

（2）現行入所（院）施設の果たしている役割を再点検し、その顎極的  
な機能の担い方を模索 －－リl虎庇穿の屡たLて1，∂鰍魚  
屋」正すべま点■の虜彦化、磨るい慮膚痴抄豹野斉の．安潜め裁許  

（3）地域とは何か、暮らしの中身を問い整理  
→．ス屑物lらβこ姐好て都ダガナ酸く看ちLの中身き節。  

（4）（知的）障害児者の地域での暮らしを巌う親たちの意見聴取  

一塊紛イ僻覇紡露人属誓書磨き葛を得をい腐ぎ者の卓の声首凱  

（5）障害当事者の自立支援を基本に  
→彦済の卓立鰭併ぎて‘行元  

5   



4障害者の地域生活移行について①  

1地域生活移行が進まない背景・理由  
（1）入所施設しかイメージがないJ「親亡き後」を超えられない。  
（2）選択肢としてのグループホームがあっても、移行できる安心感？  
（3）地域での生活を支える条件整備や仕組みが不十分。  
（4）強度行動障害ケース↑の支援のあり方が共有されているか。  
（5）障害当事者の自立支援を基本に。   

2 地域生活へ移行する際の課題  
（1）本人の意思、意識改革（体験、不安の低減）  
（2）保護者の理解  

（3）重度障害者の地域生活の確保  
（4）安心のための再入所（院）－セーフティネットの整備  

（5）日中活動の場の保障  
（6）施設・病院の理解と協力  

4 障害者の地域生活移行について②  

儲の蜘あ扶右（鮎・房題砂塵璽カ   

1現状  
・どのようなサービスが必要→囲っていてどうしたらよいかわからない。  
・これまでの3障害の相談機関・事業は有機的一普遍的には未整備。  
・地域間格差、支援の内容・質量にばらつき→当事者に届いていない。  
・相談支援従事者の人材育成、成果の検証が不十分。   

2今後の取組の方向  
・市町を中心とした総合相談支援の拠点確保  
・関係者の連携を地域で進めるコーディネーター機能の確立  
・市町は、福祉サービス支給決定の責任を負うとともに、「援護の実施者」と  
して、最終的な公的責任を果たす。  
・県は、障害保健福祉圏域レベルの広域的・専門的相談支援機能を果たす。  
・市町は、第一次のケアマネジメント、二次の圏域レベルでは、ケースマネジ  
メント機能を発拝する。  
・中立性、権利擁護性、地域包括支援センターの活用も検討。  

－・社会資源の創出を進めていくことが重要。  

圏域単位で協議中、県の支援策を検討  
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4 障害者の地域生活移行について③  

地域生活移行への基本的考え方  

燕地域謹話鰯Ilの日的瀾l自警尉割笹義援棄嶽封       「   ，l  、．    ′． ．     l．’■  ．  11   －火とともに考え結し緩こと  
（1）その人の生活空間で暮らしそのものを支援  
（2）細切れの支援ではなく、生活全体を見通した継続した支援  
（3）入所施設で使っている支援費は地域サービスで使えるように  
（4）パイロット事業（試行プロジェクト）で本人や保護者に安心を  
（5）ダイレクトペイメントの可能性検討、成年後見支援の充実   

試行プロジェクトの三要素   

（1）暮らしの場の仕組み－GHの世話人、ホームヘルパーの柔軟な利用等  
（2）支援のためのキーパーソン ソーシャルワーカーの碍点  
（3）権利擁護、後見支援一部分的後見を認めるアプローチ」自立支援の構築  
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5 施策の展開方向（方策とビジョンの提言）  

1「施設・病院」における地域生活移行支援の充実   

（1）施設内（病院内）における推進体制の構築  
・法人としての方針の明示  ・施設・病矧こおける意識改革  
イ地域生活移行支援委員会Jの設置   

（2）施設入所者・長期在院者が地域の住民と接する機会の確保・充実   

（3）地域生活移行後における支援のポイントの明確化   
・当事者によるピア・カウンセリングの取組  イメージづくりへの支援   
・移行希望の聞き取り調査、実態把握   

（4）本人の希望を実現するための家族との調整   

（5）行政施策として県t市町における推進体制の構築   
・障害者計画への位置づけ ・清神障春着退院促進支援事業の展開  

5施策の展開方向（方策とビジョンの提言）   

2「地域」での暮らしを支えるトータルな社会資源の充実  

（1）地域が取り組むトータルな支援をコーディネートできる機能の充実   
・生活・就労t医療・余暇等のト⊥タルな支援のコーディネート   

（2）グループホームにおける支援機能の充実   

（3）社会的な体験を積む機会の充実   

（4）日中活動のメニューの充実   

・小規模作業所のあり方 ・地域活動支援センターの琴開  

（5）行政施策として県・市町における推進体制の構築  
・総合相談支援の拠点の確保・？－シヤルワーカーの視点と公的責任  

（6）常時の見守りや声かけが必要な人も安心して暮らせる支援の充実   
・「生活サポート事業」の創設検討   



5 施策の展開方向（方策とビジョンの提言）   

3「施設・病院と地域をつなぐ推進体制」等の基盤の確立   

（1）施設・病院と地域の関係者の連携  
■段階的な生活基盤づくりを行う連続性ある支援の構築   

（2）地域生活継続を図るための支援機能の充実■   
・地域生活に戻ることを前提にした短期間の施設利用（行動観察）   
・レスバイトケア、安心のための再入所の仕組みの充実   

（3）地域生活移行支援のための普及啓発   
・障害者観の醸成（共生・統合教育の浸透の中で）   

（4）医療や住宅施策、就労支援策との連携・充実   
・グループホームの公営住宅の活用   
・ジョブコーチの体制整備・・・・  

1．身体障害分野  

①ダイレクトペイメント方式によるパーソナルアシスタンス事  
業の可能性の検討  

などの施設入所者（当事者）を対象とする週末  

③自立生活センターの拠点づくりと公的支援  
・ピアカウンセリング講座、自立生活プログラム＝・‥  

※「ダイレクトペイメント」とは、ケアの受け手がケアの提供者に対してサービ   
ス費用を直接支払うことを前提として、そのための公的給付をケアの受け手に   
直接支給するもの。  

※「パーソナルアシスタンス」とは、利用者が公的な手当等を使って、個人と   
して契約する介助者をいう。   

′ β＝鱒二〝ノ哲多声卓立髄象／辟／亡を生き抜くこた必仁才ββ卓2一冒躍  

√ケアのβ貌／・・・「バ㌧－－ソナ勇′アシス欠ンスとダインク′ペイメン′ 鹿野戯兵曹  
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2．知的障害分野   

①ある施設の利用者全員のケアプラン作成を試行的に実施  

・施設での「個別支援計画」を共有化して協議。  

・利用者全員に対して、「地域生活をおくることを可能とする  
（仮想の）ケアプラン」をつくってみる。  

イ本人中心のケアマネジメント」の手法を活用する。  

・「これなら地域移行できる」という理想のケアプランを作成し、  
現行の施設訓練等支援費と比較してコスト計算。  

・支援度合いの高い人を排除しない考え方を土台にして実施。  

3．精神障害分野   

①退院促進支援事業をリニューアルする形で実施（全県下）  

・現行（3年間）のように委託形式で1～2の機関が中軸を担   

い、複数の病院を指定して、対象者をリストアップ  

・現行の診療報酬に反映されない業務．を明確にし、PSW等が   
作成した地域移行計画に基づいて、多様な職種でチームを   
形成して退院を支援。  

ホームヘルパーの「見専るサービス」活用を検討。  

・圏域ごとに協議会を設置し、「拡大ケース会議」開催していく   
中で、地域移行を推進するシステムを形成していく。  
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4．共通の視点（3障害）   

作業部会では、次のビデオの実践を題材に、地域での「自立生活」支援について、   
共通のベースにあるものとして捉えてきました。   

＜ビデオ『生活支援とホームヘルパー』～地域での「自立生   
活」支援を考える～＞ 

［自立生活センターグッドライフ（東京都東久留米市）の活動実践］   

・従来の砕から抜け出して、新しい支援のあり方、生活支援の試み   
・日常生活を支援するとは、障害のある人たちが自分で自分の日常生   
活を自ら創り出していくことを支援する、エンパワーメント   
・障害者の自立生活、「見守り」（寄り添い）の重要性  
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（例えば）  

（D「地域生活支援事業」の配分（裁量的経費、統合補助金）  
②「地域活動支援センター」への移行   

・デイサービス、小規模作業所の受け皿？（移行希望アンケート調査）  

③新体系、指定（最低）基準の説明、個別相談   
一法人格の取得、多機能型の要件、自治体単独事業の取扱い  

④移行希望アンケートの集約、サービス見込み量の報告  

★「地域生活移行推進」（ビジョンと方策）の反映・事業化  

★障害者プラン（基本法）の展開、障害福祉計画（自立支援法）の策定  

障害者自立支援法の影響から  

・グループホームの報酬減、ホームヘルパー派遣が困難に  

・日中活動の場として、デイサービス・小規模作業所の新体系移行は？  
受け皿は？  

・「地域生活支援事業」は裁量的経費（統合補助金）であり、地域活動支援  
センター・相談支援・移動支援事業等め財源配分は？  

・利用者負担増に伴う授産施設・GH等での退所、利用回数減少（抑制？）  

く県単事業として、rグループホーム移行支援モデル（家賃補助）事業」創設）  

・就労支援に押し出す具体的事業、仕組みは？   

＊（変わらを携ね戯ちをいこと／と倭わって‾ぼい／プをいこと／  
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地域活動支援センター検討会、新体系移行に向けてのスケジュール（案）  

「法定施設り小規模作業所】   
日程   県陣書福祉圭   保健福祉事務所   市町  法定施設   小規模作業所等   

地域活動支援センター・小規模作  
l 】  

4月12日  某所等のあり方について市町への  【 
アンケート実施（※1）  】  

‖ ‖   
‖  

！  

4月19日まで  

4月218（金）久居庁舎  
j 

‡  
‖  i ‡ ‡ ‡  

4月25日（火）久居庁舎  

‖   
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移行希望アンケート調査（※5）  

移行について個別相談   
＊移行に関  相談はアンケート終了後  継検  

6月14日（水）久居庁舎  

アンケート回答  
6月中旬頃  アンケート意見の集約   

い   NPO法人等取得に向け  
ての説明会等（※7）  
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ナノニ◆∴ミ：；・ご  

l 参加  ， 参加  I   ‖  
H  新体系への移行計画書  ‖  作成  

8月頃  回答・分析  ‖  
サービス見込量の報告      H  

9月頃  

7月下旬－8月中旬  D□＝＝三＞  

＊アンケ‾帽  答をもとに相談  

▲′  8月下旬l震～  移行計画書受理  
みなし指定中請受付l  みなし申請  
新規指定申請受付」  ‡ 新規申請  
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プラン・計画の実効性・精度を高めるために（18年度）  

「試行プロジェクト」一試行パイロット（モデル）事業の実施  

（∋暮らしの場の制度、（ヨキーパーソン、③権利擁護・後見支援  

：具体的提案のイメージ（例示  

；①身体障害者療護施設入所者の週末帰宅事業  

l② 自立生活センターの拠点づくり支援  

…③ある一施設の（仮想の）ケアプラン作成  

】 ；④ 退院促進支援事業のリニューアル  

l  

平成18年度以降も r評価検討委員会」の設置により、「提言」  
内容のバージョンアップ  



直づけ  

県民しあわせプラン（戦略計画）－16年4月策定  

計画期間：平成16年度～18年度  

三重県障害者プラン（第三次長期行動計画）  

15年3月策定  
計画期間：15～22年度  

数値目標二15～17年度→18年～改定   

（市町村合併を見据えて）   

施策345 障害者保健福祉の推進  

【重点プログラム】   

く らし7 「障害者の地域生活支援プログラム」  

「生活の場、就労の場、・相談支援体制の確保」  

犀甜β立支援彦仁よ∂  

聯挽「7β卓度卯  

【重点施策】  
1 新しい制度のもとでの相談支援体制の整備  

2 地域で安心して暮らせるためのグルーホームの整備  

3 精神障害のある人に対する．地域生活支援体制の整備  

4 1人ひとりのニーズに応じた自立の基盤づくり  

5 一般就労への移行と定着化に向けた支援  

6 ユニバーサルデザイン（UD）のまちづくり  

深化、発展一整合・連動  

「障害者地域生活移行推進」に向けて（提言）一三つの柱（18～）  
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国の「障害者基本計画」－14年12月策定  

計画期間：15～24年度  

内容：10年間に構ずべき障害者施策の基本的方向  

／スノ所感訝ぼい埠好の二者停叡静ま点丁、真に必＿穿扮   

邑のに贋足するノノ方針   

「重点施策実施5か年計画」＝「新障害者プラン」  
計画期間：15～19年度  
内容：基本計画の前期5年間において重点的に  

実施する施策、その達成目標、計画の推  

進方策  


